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1.はじめに
本稿は、「我が国における拐取罪の沿革―
親が主体の事案を念頭に」1では紙幅の関係上
論及し得なかった点、具体的には、⑴刑法（明
治40年法律第45号）（以下「現行刑法」「現」
という。）の制定経緯のうち刑法（明治13年
太政官布告第36号）（以下「旧刑法」「旧」と
いう。）の部分的な改正を志向した時期の改
正案（下記２.）および⑵旧刑法では20歳未
満の者のみが拐取罪の客体だったところ、現
行刑法で20歳以上の者も拐取罪の客体とされ
るに至った背景（下記３.）を補足するもの
である。その必要があるのは、⑵はもちろん
⑴も現行刑法における拐取罪へ影響している
からである。
なお、⑴および⑵の出発点となる旧刑法に
おける拐取罪（「幼者を略取誘拐する罪」2）の
うち主要な罪は次の通りである。
１　松原和彦「我が国における拐取罪の沿革—親が主体の事案を念頭に（上・下）」法時89巻13号（平成29年）271頁以下、同
90巻１号（同30年）112頁以下参照。
２　本稿は、読み易さを考慮して、資料名を含めて、漢数字を算用数字へ、片仮名を平仮名へ、旧字体を新字体へ、「ヿ」を「こ
と」へ適宜改めた。
３　以下原則、内田文昭ほか編著『刑法〔明治40年〕⑴―Ⅱ』（信山社、平成21年）４頁以下〔吉井蒼生夫〕参照。
第341条　12歳に満さる幼者を略取し又は誘
拐して自ら蔵匿し若くは他人に交付したる
者は２年以上５年以下の重禁錮に処し10円
以上100円以下の罰金を附加す
第342条　12歳以上20歳に満さる幼者を略取
して自ら蔵匿し若くは他人に交付したる者
は１年以上３年以下の重禁錮に処し５円以
上50円以下の罰金を附加す其誘拐して自ら
蔵匿し若くは他人に交付したる者は６月以
上２年以下の重禁錮に処し２円以上20円以
下の罰金を附加す
第345条　20歳に満さる幼者を略取誘拐して
外国人に交付したる者は軽懲役に処す
2.明治23年案について
⑴　経緯の概要3
①法律取調委員会
当初外務省に設置され（明治19年８月６日）、
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らす」15とあるからである16。
各則関係では、まず刑法組合17報告委員が
（明治23年５月14日。以下「刑法組合案」と
いう。）18、次に法律取調委員会が改正案を作成
した（同月30日）19。
②元老院
政府は改正案を元老院へ提出した（明治23
年６月26日。以下「明治23年案」という。）2021。
元老院は第１読会で全部付託調査委員を選任
し（７月14日）、同委員は第２読会で調査結
果を報告した（８月21日22）23。同読会で、元老
院は全部付託修正委員を選任し（９月16日）、
同委員は修正結果を報告した（同月26日）24。
しかし、元老院は、内閣の要求により、明治
23年案を返還した（同月30日）。
15　「法律取調委員箕作麟祥外40名叙勲の件」『明治24年官吏進退叙勲』［任A00255100］。また、宮川康「年譜」宮城浩蔵『刑
法正義』（明治大学、昭和59年）841頁（明治22年条）には「刑法草案の編纂にあたる。」とある。
16　各々推測として、𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷『𠮷𠮷日𠮷の𠮷𠮷𠮷成と法』（日𠮷𠮷𠮷𠮷、𠮷成８年）166頁は𠮷𠮷、𠮷𠮷、𠮷𠮷、宮城を、
鈴𠮷正裕『𠮷𠮷民事訴訟法史・日𠮷２』（有斐閣、𠮷成18年）134頁註（31）頁は、𠮷𠮷等に加えて、黒川を明示的に挙示する。
17　「報告委員は之を数組に分ち民法商法及訴訟法の草案下調を分担し委員会に列し法案の報告説明を為すものとす」（法律
取調委員会略則４条𠮷文）。刑法組合の任務も同様だったと推測される。
　　なお、「報告委員組合の長は委員を以て之に充て」（法律取調委員会略則５条）ることになっていたが、少なくとも前掲注（15）
（明治24年官吏進退叙勲）では、刑法組合長は確認し得なかった。
18　内田ほか編著・前掲注⑶466頁参照。
19　内田ほか編著・前掲注⑶478頁参照。拐取罪の点では刑法組合案と同一である。
20　内田ほか編著・前掲注（10）９頁参照。
21　法律取調報告委員だった𠮷𠮷および𠮷𠮷が内閣委員を命じられた（「刑法中改正、刑法附則中改正」『単行書・元老院会
議部書類・議案下附返上・地』［単01757100］参照）。なお、宮城は、刑法組合案作成の数日後、司法省参事官および法律
取調報告委員を免ぜられた（官報2066号（明治23年５月22日）271頁参照）。
　　また、「此刑法中改正の件を内閣より𠮷院の議に付せられたる理由の重なる点」につき、内田ほか編著・前掲注（10）11
頁以下（内閣委員𠮷𠮷の発言）参照（ただし、拐取罪への言及はない。）。
22　この点は内田ほか編著・前掲注（10）19頁による。
23　内田ほか編著・前掲注（10）101頁参照。拐取罪の点では刑法組合案と同一である。なお、同書65頁〔元老院議官清岡公
張の発言〕、68頁〔同村田の発言〕参照。
24　内田ほか編著・前掲注（10）117頁参照。拐取罪の点では刑法組合案と同一である。なお、同書72頁〔元老院議官𠮷口尙
芳の発言〕参照。
25　「刑法草案審査局元老院中に開設」『太政類典・第３編・明治11年～明治12年・第87巻・刑律・刑律』［太00692100］参照。
26　松原・前掲注⑴（上）274頁、275頁参照。
27　明治28年案と明治30年案が存在するが、拐取罪の点では、両案は（条名を除き）同一である（内田文昭ほか編著『刑法〔明
治40年〕⑵』（信𠮷𠮷、𠮷成５年）176頁参照。松原・前掲注⑴（下）112頁以下は（非公式の）理由書のある後者を扱った。）。
28　なお、金子源治編（𠮷𠮷祐之
4 4 4 4
＝𠮷𠮷貞義校訂
4 4 4 4 4 4
）『疑義説明／適例参照刑法実用大全』（博文館、明治23年）では、改正の
理由を推測させる記述は確認し得なかった。
⑵　改正案
明治23年案は次の通りである。
第341条第342条「して自ら蔵匿し若くは他人
に交付」の各15字を削る
第345条「外𠮷人に交付」とあるを「外𠮷に
移送」と改む
いずれも、旧刑法の制定過程中、刑法草案
審査局（明治11年１月14日設置25）で定められ
た点を改正するものである26。また、「して自
ら蔵匿し若くは他人に交付」（以下「『蔵匿』等」
という。）の削除は、刑法改正審査委員会が
作成した改正案27前にすでに、構想されてい
たことになる。
⑶　背景28
①旧341条、旧342条関係
その後司法省へ移管された（同20年11月８
日4）法律取調委員会5は、「現行の刑法
4 4 4 4 4
治罪法
中裁判所構成法の草按に抵触するものヽ改正」6
等をし、「目下外国委員の起按に係る刑法
4 4
及
治罪法の改正按
4 4 4 4
」7を調査する機関である。ま
た、法律取調委員とは別に置かれた法律取調
報告委員は同「委員会に提出すへき法律草案
の下調を為」8すものである。
法律取調委員会は、旧刑法の改正につき、
「今日実際差支へて是非修正せざるべからざ
る分のみを修正し、其大体に於ては現今法の
主義を換へざる事に決」9定した10。法律取調報
４　この点は官報1310号（明治20年11月９日）74頁による。　
　　なお、本稿が引用した書籍等のうち出版年が明治のものは原則、国立国会図書館デジタルコレクション（http://dl.ndl.
go.jp/）で閲覧したものである。
５　法律取調委員会全般につき、大久保泰甫＝高橋良彰『ボワソナード民法典の編纂』（雄松堂出版、平成11年）109頁以下、
144頁以下参照。
６　法律取調委員会略則２条１項（圏点は松原。以下、原則同じ。）。同略則は、「法律取調委員会略則ヲ定ム」『公文類聚・
第11編・明治20年・第２巻・官職門２・職制章程２』［類00289100］に収録されているが、大久保＝高橋・前掲注⑸150頁
以下は「法律・勅令と同様のレベルで、この略則によって委員会が終始拘束されなければならなかったと、簡単に断定す
ることはできない」と評する。
　　なお、本稿は国立公文書館デジタルアーカイブ（https://www.digital.archives.go.jp/）を利用したが、史料の引用表記は、
上記の通り、「件名」（ある場合）『簿冊標題』［請求番号］とした。
７　法律取調委員会略則２条２項。
８　法律取調委員会略則３条。
９　尾崎三良著、伊藤隆＝尾崎春盛編『尾崎三良日記中巻』（中央公論社、平成３年）288頁（明治22年５月31日条）。なお、
尾崎は（司法省へ移管された法律取調委員会の）法律取調委員だった（「元老院議官槙村正直外２名法律取調委員被命の件」
『官吏進退・明治21年官吏進退11・司法省２』［任A00177100］参照）。
10　この点は内田文昭ほか編著『刑法〔明治40年〕⑴―Ⅲ』（信山社、平成21年）16頁（元老院議官村田保の発言）、17頁（内
閣委員河津祐之の発言）でも確認し得る。なお、村田は（司法省へ移管された法律取調委員会の）法律取調委員だった（「法
律取調委員及書記を命す」前掲注⑹参照）。河津は後述。
　　また、法律取調委員会は、当初、旧刑法の全面的な改正を志向していたようだが（内田ほか・前掲注⑶７頁〔吉井〕、内田ほか・
本注16頁（元老院議官村田の発言）参照）、その改正案は、拐取罪の点では、旧刑法はもとより、後述する明治23年案とも
大きく異なる（内田ほか・前掲注⑶408頁参照。以下「全面改正案」という。）。本稿は簡単に言及するに止めた。
11　刑事局は事務（の１つ）として「刑法治罪法に関する事項及其施行に関する起案」（司法省官制（明治19年勅令第２号）
８条１号）を所掌する。
12　参事官は「大臣又は次官の諮詢に応し意見を具へ及審議立案を掌る」（各省官制通則（明治19年勅令第２号）47条１項後段）。
　　参事官につき、手塚豊『明治史研究雑纂』（慶應通信、平成６年）149頁は、（司法省を想定してか）「外国法に精通する省
内エリート官僚で固められている職」だったと説明する。確かに、亀山および後述の宮城はG・E・ボアソナード（Boissonade）
やG・H・ブスケ（Bousquet）が「法学教師」だった司法省法学校の卒業生（正則科第１期）だった（加太邦憲『自歴譜』（岩
波書店〔岩波文庫〕、昭和57年）114頁以下参照。加太は亀山、宮城と同期だった。）。なお、黒川は、フランスへ留学して「法
律学」を学んでいた（藤田東一郎「西園寺公ら明治初年仏国留学生の総代入江文郎について」書物展望10巻12号（昭和15年）
461頁参照）。
　　この種の背景の含意につき、佐々木和夫「江木衷の刑法理論と旧刑法の改正」専修大学法学研究所紀要18号（平成５年）
116頁、132頁以下参照。
13　「公使館参事官黒川誠一郎外３名法律取調報告委員被命の件」前掲注⑼。
14　黒川等とは異なり、「司法省参事官宮城浩蔵法律取調報告委員被命の件」前掲注⑼では旧刑法の改正への言及はない。こ
の背景につき、大久保＝高橋・前掲注⑸277頁註（43）参照。
告委員として旧刑法の改正を担当したのは、
まず、黒川誠一郎（公使館参事官兼外務省参
事官）、河津祐之（司法省刑事局11長）、亀山
貞義（司法省参事官12）、曲木如長（検事）と
推測される。というのも、例えば黒川の場合、
任命に係る稟請書中に、「右は法律取調委員
会に於て現行刑法
4 4 4 4
治罪法の改正に著手可致に
4 4 4 4 4 4 4 4 4
付
4
頭書の通り法律取調報告委員被仰付候様致
し度此段稟請候也」13とあるからである。また、
宮城浩蔵（司法省参事官）も旧刑法の改正を
担当したと推測される。というのも、叙勲に
係る申牒書中に14、「右は明治21年３月法律取
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らす」15とあるからである16。
各則関係では、まず刑法組合17報告委員が
（明治23年５月14日。以下「刑法組合案」と
いう。）18、次に法律取調委員会が改正案を作成
した（同月30日）19。
②元老院
政府は改正案を元老院へ提出した（明治23
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し（７月14日）、同委員は第２読会で調査結
果を報告した（８月21日22）23。同読会で、元老
院は全部付託修正委員を選任し（９月16日）、
同委員は修正結果を報告した（同月26日）24。
しかし、元老院は、内閣の要求により、明治
23年案を返還した（同月30日）。
15　「法律取調委員箕作麟祥外40名叙勲の件」『明治24年官吏進退叙勲』［任A00255100］。また、宮川康「年譜」宮城浩蔵『刑
法正義』（明治大学、昭和59年）841頁（明治22年条）には「刑法草案の編纂にあたる。」とある。
16　各々推測として、𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷『𠮷𠮷日𠮷の𠮷𠮷𠮷成と法』（日𠮷𠮷𠮷𠮷、𠮷成８年）166頁は𠮷𠮷、𠮷𠮷、𠮷𠮷、宮城を、
鈴𠮷正裕『𠮷𠮷民事訴訟法史・日𠮷２』（有斐閣、𠮷成18年）134頁註（31）頁は、𠮷𠮷等に加えて、黒川を明示的に挙示する。
17　「報告委員は之を数組に分ち民法商法及訴訟法の草案下調を分担し委員会に列し法案の報告説明を為すものとす」（法律
取調委員会略則４条𠮷文）。刑法組合の任務も同様だったと推測される。
　　なお、「報告委員組合の長は委員を以て之に充て」（法律取調委員会略則５条）ることになっていたが、少なくとも前掲注（15）
（明治24年官吏進退叙勲）では、刑法組合長は確認し得なかった。
18　内田ほか編著・前掲注⑶466頁参照。
19　内田ほか編著・前掲注⑶478頁参照。拐取罪の点では刑法組合案と同一である。
20　内田ほか編著・前掲注（10）９頁参照。
21　法律取調報告委員だった𠮷𠮷および𠮷𠮷が内閣委員を命じられた（「刑法中改正、刑法附則中改正」『単行書・元老院会
議部書類・議案下附返上・地』［単01757100］参照）。なお、宮城は、刑法組合案作成の数日後、司法省参事官および法律
取調報告委員を免ぜられた（官報2066号（明治23年５月22日）271頁参照）。
　　また、「此刑法中改正の件を内閣より𠮷院の議に付せられたる理由の重なる点」につき、内田ほか編著・前掲注（10）11
頁以下（内閣委員𠮷𠮷の発言）参照（ただし、拐取罪への言及はない。）。
22　この点は内田ほか編著・前掲注（10）19頁による。
23　内田ほか編著・前掲注（10）101頁参照。拐取罪の点では刑法組合案と同一である。なお、同書65頁〔元老院議官清岡公
張の発言〕、68頁〔同村田の発言〕参照。
24　内田ほか編著・前掲注（10）117頁参照。拐取罪の点では刑法組合案と同一である。なお、同書72頁〔元老院議官𠮷口尙
芳の発言〕参照。
25　「刑法草案審査局元老院中に開設」『太政類典・第３編・明治11年～明治12年・第87巻・刑律・刑律』［太00692100］参照。
26　松原・前掲注⑴（上）274頁、275頁参照。
27　明治28年案と明治30年案が存在するが、拐取罪の点では、両案は（条名を除き）同一である（内田文昭ほか編著『刑法〔明
治40年〕⑵』（信𠮷𠮷、𠮷成５年）176頁参照。松原・前掲注⑴（下）112頁以下は（非公式の）理由書のある後者を扱った。）。
28　なお、金子源治編（𠮷𠮷祐之
4 4 4 4
＝𠮷𠮷貞義校訂
4 4 4 4 4 4
）『疑義説明／適例参照刑法実用大全』（博文館、明治23年）では、改正の
理由を推測させる記述は確認し得なかった。
⑵　改正案
明治23年案は次の通りである。
第341条第342条「して自ら蔵匿し若くは他人
に交付」の各15字を削る
第345条「外𠮷人に交付」とあるを「外𠮷に
移送」と改む
いずれも、旧刑法の制定過程中、刑法草案
審査局（明治11年１月14日設置25）で定められ
た点を改正するものである26。また、「して自
ら蔵匿し若くは他人に交付」（以下「『蔵匿』等」
という。）の削除は、刑法改正審査委員会が
作成した改正案27前にすでに、構想されてい
たことになる。
⑶　背景28
①旧341条、旧342条関係
その後司法省へ移管された（同20年11月８
日4）法律取調委員会5は、「現行の刑法
4 4 4 4 4
治罪法
中裁判所構成法の草按に抵触するものヽ改正」6
等をし、「目下外国委員の起按に係る刑法
4 4
及
治罪法の改正按
4 4 4 4
」7を調査する機関である。ま
た、法律取調委員とは別に置かれた法律取調
報告委員は同「委員会に提出すへき法律草案
の下調を為」8すものである。
法律取調委員会は、旧刑法の改正につき、
「今日実際差支へて是非修正せざるべからざ
る分のみを修正し、其大体に於ては現今法の
主義を換へざる事に決」9定した10。法律取調報
４　この点は官報1310号（明治20年11月９日）74頁による。　
　　なお、本稿が引用した書籍等のうち出版年が明治のものは原則、国立国会図書館デジタルコレクション（http://dl.ndl.
go.jp/）で閲覧したものである。
５　法律取調委員会全般につき、大久保泰甫＝高橋良彰『ボワソナード民法典の編纂』（雄松堂出版、平成11年）109頁以下、
144頁以下参照。
６　法律取調委員会略則２条１項（圏点は松原。以下、原則同じ。）。同略則は、「法律取調委員会略則ヲ定ム」『公文類聚・
第11編・明治20年・第２巻・官職門２・職制章程２』［類00289100］に収録されているが、大久保＝高橋・前掲注⑸150頁
以下は「法律・勅令と同様のレベルで、この略則によって委員会が終始拘束されなければならなかったと、簡単に断定す
ることはできない」と評する。
　　なお、本稿は国立公文書館デジタルアーカイブ（https://www.digital.archives.go.jp/）を利用したが、史料の引用表記は、
上記の通り、「件名」（ある場合）『簿冊標題』［請求番号］とした。
７　法律取調委員会略則２条２項。
８　法律取調委員会略則３条。
９　尾崎三良著、伊藤隆＝尾崎春盛編『尾崎三良日記中巻』（中央公論社、平成３年）288頁（明治22年５月31日条）。なお、
尾崎は（司法省へ移管された法律取調委員会の）法律取調委員だった（「元老院議官槙村正直外２名法律取調委員被命の件」
『官吏進退・明治21年官吏進退11・司法省２』［任A00177100］参照）。
10　この点は内田文昭ほか編著『刑法〔明治40年〕⑴―Ⅲ』（信山社、平成21年）16頁（元老院議官村田保の発言）、17頁（内
閣委員河津祐之の発言）でも確認し得る。なお、村田は（司法省へ移管された法律取調委員会の）法律取調委員だった（「法
律取調委員及書記を命す」前掲注⑹参照）。河津は後述。
　　また、法律取調委員会は、当初、旧刑法の全面的な改正を志向していたようだが（内田ほか・前掲注⑶７頁〔吉井〕、内田ほか・
本注16頁（元老院議官村田の発言）参照）、その改正案は、拐取罪の点では、旧刑法はもとより、後述する明治23年案とも
大きく異なる（内田ほか・前掲注⑶408頁参照。以下「全面改正案」という。）。本稿は簡単に言及するに止めた。
11　刑事局は事務（の１つ）として「刑法治罪法に関する事項及其施行に関する起案」（司法省官制（明治19年勅令第２号）
８条１号）を所掌する。
12　参事官は「大臣又は次官の諮詢に応し意見を具へ及審議立案を掌る」（各省官制通則（明治19年勅令第２号）47条１項後段）。
　　参事官につき、手塚豊『明治史研究雑纂』（慶應通信、平成６年）149頁は、（司法省を想定してか）「外国法に精通する省
内エリート官僚で固められている職」だったと説明する。確かに、亀山および後述の宮城はG・E・ボアソナード（Boissonade）
やG・H・ブスケ（Bousquet）が「法学教師」だった司法省法学校の卒業生（正則科第１期）だった（加太邦憲『自歴譜』（岩
波書店〔岩波文庫〕、昭和57年）114頁以下参照。加太は亀山、宮城と同期だった。）。なお、黒川は、フランスへ留学して「法
律学」を学んでいた（藤田東一郎「西園寺公ら明治初年仏国留学生の総代入江文郎について」書物展望10巻12号（昭和15年）
461頁参照）。
　　この種の背景の含意につき、佐々木和夫「江木衷の刑法理論と旧刑法の改正」専修大学法学研究所紀要18号（平成５年）
116頁、132頁以下参照。
13　「公使館参事官黒川誠一郎外３名法律取調報告委員被命の件」前掲注⑼。
14　黒川等とは異なり、「司法省参事官宮城浩蔵法律取調報告委員被命の件」前掲注⑼では旧刑法の改正への言及はない。こ
の背景につき、大久保＝高橋・前掲注⑸277頁註（43）参照。
告委員として旧刑法の改正を担当したのは、
まず、黒川誠一郎（公使館参事官兼外務省参
事官）、河津祐之（司法省刑事局11長）、亀山
貞義（司法省参事官12）、曲木如長（検事）と
推測される。というのも、例えば黒川の場合、
任命に係る稟請書中に、「右は法律取調委員
会に於て現行刑法
4 4 4 4
治罪法の改正に著手可致に
4 4 4 4 4 4 4 4 4
付
4
頭書の通り法律取調報告委員被仰付候様致
し度此段稟請候也」13とあるからである。また、
宮城浩蔵（司法省参事官）も旧刑法の改正を
担当したと推測される。というのも、叙勲に
係る申牒書中に14、「右は明治21年３月法律取
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ものと
4 4 4
の２種に区別したるもの41と殆と相
類似すと雖、本国より奪取するの罪は本来
人身掠奪の罪にして奴隷の売買と同種に属
すへきものなるを以て之を略取誘拐罪の一
種とするは大に理論に背馳するものと云ふ
べし、然るに我刑法は外国人に交付するを
以て此罪を搆
ママ
成するものとし其外国人の内
国に在ると外国に在るとを問はさるを以て
英国法の如く之を本国より奪取するものと
するの精神を完ふすること能はす
江木は、旧345条を「英国法の如く之を本
国より奪取するものとするの精神を完ふす」
れば、つまり、「人身掠奪の罪」と位置づけ
れば42、（「外国人」という）人ではなく（「本国」
「外国」という）国に着目すべきことを示唆
41　なお、江木・前掲注（40）324頁は「ビショップ氏著英国
4 4
刑法第751葉」を引用していた。「参照書目」には「Bishop,
CriminalLaw.Boston1877.（ビショップ氏米国
4 4
刑法論）」（同書441頁）と記載されている。これらから、江木が引用し
たのは２J.P.Bishop, Commentaries on the Criminal law (6thed.rev.andgreatlyenl.,Little,Brown,andCompany
1877)（なお、出版地はボストンである。）と推測される。
　　同書（なお、江木が引用した「第751葉」は「§751」の可能性があり、「§751」は同書417
4 4 4
頁
4
の右上に記載されている。そ
して、§750から「Ⅱ．拐取kidnapping．」に関する記述が始まる。）には、「〔W・〕ブラックストンBlackstoneおよび他の
何人かのイギリス人の論者は、拐取を『男女または子供をその国から暴力的に略取誘拐
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
forcibleabductionまたは奪取して
4 4 4 4 4 4 4
stealingaway、他国へ移送すること
4 4 4 4 4 4 4 4 4
sending』と定義している。」（Id.§750 at417）との記述がある。
42　旧345条が事実上人身売買罪と理解されていたことにつき、松原・前掲注⑴（上）275頁参照。
43　「刑法汎論各論一たひ出て
マ マ
で洛陽の紙価を貴からしめた。」、「汎論各論の古本は新刊と同じ市価を保ち質屋の番頭が定価
で質草に引き取りたるは天下著書多しと雖も先生の刑法論あるのみ。」と評され、「先生の刑法論の前に刑法論なく。刑法
論の後に刑法論なしとは学界の定評であった。」（卜部喜太郎談「嗚呼江木冷灰先生」末繁弥次郎編『江木冷灰先生追悼譚』
（末繁弥次郎、大正14年）85頁以下）という。
　　また、江木は、『現行刑法各論』（初版）出版当時、河津の部下で（なお、河津は、『増補改正現行刑法汎論〔第４版〕』（江
木衷、明治24年〔初版は同20年〕）には序文を寄せ、同書を高く評価していた。）、亀山および宮城と同僚だった（前掲注（39）
３頁、14頁参照）。しかし、河津等が『現行刑法各論』（初版）を講読したことは確認し得なかった。
44　始審裁判所判事だった。始審裁判所につき、治罪法（明治13年太政官布告第37号）54条参照。
45　なお、尾崎忠治（大審院長）が題字を、箕作麟祥（司法次官）が序文を寄せている。
46　村田保『刑法註釈〔再版〕巻６』（内田正栄堂、明治14年〔初版は同13年〕）44丁も同旨。また、『刑法註解第３編』（早
稲田大学図書館古典籍総合データベース（http://www.wul.waseda.ac.jp/kotenseki/）。請求記号：ワ1306469）も参照。
47　宮城・前掲注（34）725頁以下は旧345条を次のように批判した。
　　本条の罪のみを重罰するは何故なりや曰く立法者意らく幼者を外国人に交付すれは多くは外国に伴ひ帰るか故に危険の
被害者に及ふこと鮮少ならす故に之を重罰するの必要ありと然れとも被害者を外国に伴ひ行くは独り外国人のみならす
内国人と雖も亦之れ無きを保すへからす然らは交付を受けたる人の内国と外国とを区別するの必要なきや明なり而して
本条こヽに出てすして独り重き刑を設けたるは不都合と謂ふへし
　　宮城は同条が加重処罰されている根拠を説明していないが、「外国に伴ひ行く」点にこそ着目すべきことを示唆しており、
そうであれば、本文のように考えていた可能性がある（そして、前掲注（34）参照）。
していよう。そして、これによれば、同条は
明治23年案のように改正されるべきこととな
ろう43。
次に、旧345条の解釈である。千阪彦四郎
編（宮城浩蔵校閲
4 4 4 4 4 4
、菅生初雄44校訂）『日本刑
法実用』（博聞本社等、明治21年）45302頁以下
は、同条が重く処罰されていること等の根拠
（の１つ）を「幼者を略取誘拐して之を外国
人に交付するに於ては捜索発見に難く幼者復
帰するに難し」と説明していた46。捜索・復帰
の困難さが物理的な距離の作出によるものと
すれば、それは「外国人に交付」よりは「外
国に移送」に親和的であると評し得よう47。そ
して、その限りで、旧345条の解釈には同条
の改正を正当化する契機が含まれていたと言
えよう。
「蔵匿」等の削除は、すでに、刑法組合案
で提案されていたが29、これは、旧刑法の改正
を担当した法律取調報告委員と推測される宮
城が以前から、次のように述べて、最終的には、
「自から蔵匿し又他人に交付したると否やと
に因て其結果に差違を来さヽれは此蔵匿交付
云々の文字は削除するを可なりとするか如し」30
と主張していた31からと推測される32。
我刑法の成文上より見る時は仮令略取誘拐
するも自から蔵匿せす又は他人に交付せさ
るに於ては罪とならされとも実際上より之
を見れは自から蔵匿し又は他人に交付した
ると其結果何そ異ならんや例へは今遠方よ
4 4 4 4
り小児を略取又は誘拐し来り自から蔵匿せ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
す又は他人に交付せさる如き
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
或は之を略取
4 4 4 4
し或は誘拐し来るも途中に遺棄したる如き
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
皆罪とならされとも其実際の有様に至ては
自から蔵匿し又は他人に交付したるものと
少しも異ならさるなり而して途中にて遺棄
したるときは幼者を遺棄する罪33に問ふを
29　法律取調委員村田は「蔵匿」等の削除に反対した（内田ほか・前掲注⑶471頁参照）。なお、村田は（刑法草案審査局の）
刑法草案審査委員だった（「刑法草案審査総裁及委員を命す」前掲注（25）参照）。
30　宮城浩蔵講述『刑法講義〔第４版〕第２巻』（明治法律学校、明治20年〔初版は同18年〕）559頁以下参照。
　　なお、『刑法講義』は、佐々木忠蔵「先師宮城浩蔵先生小伝」７頁（宮城浩蔵『刑法正義上巻』（講法会、明治26年）所収）
によれば、「大に世上の好評を博し、前後改版５回、出版部数３万に及」び、「世人先生を呼ひて東洋のオルトランと曰ふに至」っ
たという。同書が有した当時の影響力の程度が窺知されよう。
31　すでに、堀田正忠『刑法釈義第３篇第４篇刑法附則』（警視庁、明治18年・信山社復刻版）331頁は「余思ふに此制限た
る頗る□〔判読不能〕疎に失するものヽ如し何となれは不正に幼者を略取したるや之を自家
ママ
に蔵匿せす又は他人に交付せ
すと雖も既に之を罰すへく之をして法網を脱せしむるの理あらされはなり」と批判していた。
32　他方、当時、「蔵匿」等の削除は既定路線だった可能性もある。というのも、全面改正案もそうしていたからである。
33　「幼者又は老疾者を遺棄する罪」（旧336条以下）につき、宮城・前掲注（30）（刑法講義）553頁以下参照。
34　詳細は宮城浩蔵『刑法正義〔第５版〕下巻』（講法会、明治28年〔初版は同26年〕）716頁以下参照。
　　岸本辰雄「刑法正義序」３頁以下、同「緒言」１頁（いずれも宮城・前掲注（30）（刑法正義）所収）によれば、宮城が「新
著述に従事せんと」したのは明治20年で、『刑法正義』は明治「21、22の両学年に於て、本校〔明治法律学校〕生徒に口授
し、因て以て起草して既に講義録に登載した」もので、「明治25年の晩秋に至り、始めて全成を告」げたものである。宮城が、
刑法組合案作成当時、『刑法正義下巻』にあるように考えていた可能性がある。
35　法律取調委員村田は旧345条の改正にも反対した（内田ほか・前掲注⑶471頁参照）。
36　宮城・前掲注（30）（刑法講義）569頁以下参照。
37　なお、全面改正案は旧345条に相当する規定を定めていなかった。
38　「参事官は其省の便宜に従ひ局課の事務を兼務」（各省官制通則48条１項）することがあった。
39　『職員録・明治21年６月・職員録（司法省）調』［職A00642100］５頁参照。
40　江木衷『改正増補現行刑法各論〔第２版〕』（博聞社＝有斐閣、明治22年〔初版は同21年〕）324頁（圏点は江木）。
得る如くなれとも其性質全く異なれは是れ
亦た罪とならさるなり
なお、宮城は、「蔵匿」等に該当する事実
の存否により「結果」が異ならないとする根
拠を説明していないが、後年、「被害者の身
上に威権を有する者」の「監督権」という観
点から、敷衍した34。
②旧345条関係
旧345条を改正することもすでに、刑法組
合案に盛り込まれていたが35、宮城は同条を批
判していなかった36。しかし、同条を改正する
契機が存在しなかった訳ではないように思わ
れる37。
まず、江木衷（司法省参事官（刑事局勤
務38）39）の主張である。江木は旧345条とイギ
リス法を比較して同条の特徴を次のように指
摘していた40。
我刑法は…〔省略〕…英国法に於て幼者を
4 4 4
父母より奪取するものと本国より奪取する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
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「我が国における拐取罪の沿革―親が主体の事案を念頭に」補遺
ものと
4 4 4
の２種に区別したるもの41と殆と相
類似すと雖、本国より奪取するの罪は本来
人身掠奪の罪にして奴隷の売買と同種に属
すへきものなるを以て之を略取誘拐罪の一
種とするは大に理論に背馳するものと云ふ
べし、然るに我刑法は外国人に交付するを
以て此罪を搆
ママ
成するものとし其外国人の内
国に在ると外国に在るとを問はさるを以て
英国法の如く之を本国より奪取するものと
するの精神を完ふすること能はす
江木は、旧345条を「英国法の如く之を本
国より奪取するものとするの精神を完ふす」
れば、つまり、「人身掠奪の罪」と位置づけ
れば42、（「外国人」という）人ではなく（「本国」
「外国」という）国に着目すべきことを示唆
41　なお、江木・前掲注（40）324頁は「ビショップ氏著英国
4 4
刑法第751葉」を引用していた。「参照書目」には「Bishop,
CriminalLaw.Boston1877.（ビショップ氏米国
4 4
刑法論）」（同書441頁）と記載されている。これらから、江木が引用し
たのは２J.P.Bishop, Commentaries on the Criminal law (6thed.rev.andgreatlyenl.,Little,Brown,andCompany
1877)（なお、出版地はボストンである。）と推測される。
　　同書（なお、江木が引用した「第751葉」は「§751」の可能性があり、「§751」は同書417
4 4 4
頁
4
の右上に記載されている。そ
して、§750から「Ⅱ．拐取kidnapping．」に関する記述が始まる。）には、「〔W・〕ブラックストンBlackstoneおよび他の
何人かのイギリス人の論者は、拐取を『男女または子供をその国から暴力的に略取誘拐
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
forcibleabductionまたは奪取して
4 4 4 4 4 4 4
stealingaway、他国へ移送すること
4 4 4 4 4 4 4 4 4
sending』と定義している。」（Id.§750 at417）との記述がある。
42　旧345条が事実上人身売買罪と理解されていたことにつき、松原・前掲注⑴（上）275頁参照。
43　「刑法汎論各論一たひ出て
マ マ
で洛陽の紙価を貴からしめた。」、「汎論各論の古本は新刊と同じ市価を保ち質屋の番頭が定価
で質草に引き取りたるは天下著書多しと雖も先生の刑法論あるのみ。」と評され、「先生の刑法論の前に刑法論なく。刑法
論の後に刑法論なしとは学界の定評であった。」（卜部喜太郎談「嗚呼江木冷灰先生」末繁弥次郎編『江木冷灰先生追悼譚』
（末繁弥次郎、大正14年）85頁以下）という。
　　また、江木は、『現行刑法各論』（初版）出版当時、河津の部下で（なお、河津は、『増補改正現行刑法汎論〔第４版〕』（江
木衷、明治24年〔初版は同20年〕）には序文を寄せ、同書を高く評価していた。）、亀山および宮城と同僚だった（前掲注（39）
３頁、14頁参照）。しかし、河津等が『現行刑法各論』（初版）を講読したことは確認し得なかった。
44　始審裁判所判事だった。始審裁判所につき、治罪法（明治13年太政官布告第37号）54条参照。
45　なお、尾崎忠治（大審院長）が題字を、箕作麟祥（司法次官）が序文を寄せている。
46　村田保『刑法註釈〔再版〕巻６』（内田正栄堂、明治14年〔初版は同13年〕）44丁も同旨。また、『刑法註解第３編』（早
稲田大学図書館古典籍総合データベース（http://www.wul.waseda.ac.jp/kotenseki/）。請求記号：ワ1306469）も参照。
47　宮城・前掲注（34）725頁以下は旧345条を次のように批判した。
　　本条の罪のみを重罰するは何故なりや曰く立法者意らく幼者を外国人に交付すれは多くは外国に伴ひ帰るか故に危険の
被害者に及ふこと鮮少ならす故に之を重罰するの必要ありと然れとも被害者を外国に伴ひ行くは独り外国人のみならす
内国人と雖も亦之れ無きを保すへからす然らは交付を受けたる人の内国と外国とを区別するの必要なきや明なり而して
本条こヽに出てすして独り重き刑を設けたるは不都合と謂ふへし
　　宮城は同条が加重処罰されている根拠を説明していないが、「外国に伴ひ行く」点にこそ着目すべきことを示唆しており、
そうであれば、本文のように考えていた可能性がある（そして、前掲注（34）参照）。
していよう。そして、これによれば、同条は
明治23年案のように改正されるべきこととな
ろう43。
次に、旧345条の解釈である。千阪彦四郎
編（宮城浩蔵校閲
4 4 4 4 4 4
、菅生初雄44校訂）『日本刑
法実用』（博聞本社等、明治21年）45302頁以下
は、同条が重く処罰されていること等の根拠
（の１つ）を「幼者を略取誘拐して之を外国
人に交付するに於ては捜索発見に難く幼者復
帰するに難し」と説明していた46。捜索・復帰
の困難さが物理的な距離の作出によるものと
すれば、それは「外国人に交付」よりは「外
国に移送」に親和的であると評し得よう47。そ
して、その限りで、旧345条の解釈には同条
の改正を正当化する契機が含まれていたと言
えよう。
「蔵匿」等の削除は、すでに、刑法組合案
で提案されていたが29、これは、旧刑法の改正
を担当した法律取調報告委員と推測される宮
城が以前から、次のように述べて、最終的には、
「自から蔵匿し又他人に交付したると否やと
に因て其結果に差違を来さヽれは此蔵匿交付
云々の文字は削除するを可なりとするか如し」30
と主張していた31からと推測される32。
我刑法の成文上より見る時は仮令略取誘拐
するも自から蔵匿せす又は他人に交付せさ
るに於ては罪とならされとも実際上より之
を見れは自から蔵匿し又は他人に交付した
ると其結果何そ異ならんや例へは今遠方よ
4 4 4 4
り小児を略取又は誘拐し来り自から蔵匿せ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
す又は他人に交付せさる如き
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
或は之を略取
4 4 4 4
し或は誘拐し来るも途中に遺棄したる如き
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
皆罪とならされとも其実際の有様に至ては
自から蔵匿し又は他人に交付したるものと
少しも異ならさるなり而して途中にて遺棄
したるときは幼者を遺棄する罪33に問ふを
29　法律取調委員村田は「蔵匿」等の削除に反対した（内田ほか・前掲注⑶471頁参照）。なお、村田は（刑法草案審査局の）
刑法草案審査委員だった（「刑法草案審査総裁及委員を命す」前掲注（25）参照）。
30　宮城浩蔵講述『刑法講義〔第４版〕第２巻』（明治法律学校、明治20年〔初版は同18年〕）559頁以下参照。
　　なお、『刑法講義』は、佐々木忠蔵「先師宮城浩蔵先生小伝」７頁（宮城浩蔵『刑法正義上巻』（講法会、明治26年）所収）
によれば、「大に世上の好評を博し、前後改版５回、出版部数３万に及」び、「世人先生を呼ひて東洋のオルトランと曰ふに至」っ
たという。同書が有した当時の影響力の程度が窺知されよう。
31　すでに、堀田正忠『刑法釈義第３篇第４篇刑法附則』（警視庁、明治18年・信山社復刻版）331頁は「余思ふに此制限た
る頗る□〔判読不能〕疎に失するものヽ如し何となれは不正に幼者を略取したるや之を自家
ママ
に蔵匿せす又は他人に交付せ
すと雖も既に之を罰すへく之をして法網を脱せしむるの理あらされはなり」と批判していた。
32　他方、当時、「蔵匿」等の削除は既定路線だった可能性もある。というのも、全面改正案もそうしていたからである。
33　「幼者又は老疾者を遺棄する罪」（旧336条以下）につき、宮城・前掲注（30）（刑法講義）553頁以下参照。
34　詳細は宮城浩蔵『刑法正義〔第５版〕下巻』（講法会、明治28年〔初版は同26年〕）716頁以下参照。
　　岸本辰雄「刑法正義序」３頁以下、同「緒言」１頁（いずれも宮城・前掲注（30）（刑法正義）所収）によれば、宮城が「新
著述に従事せんと」したのは明治20年で、『刑法正義』は明治「21、22の両学年に於て、本校〔明治法律学校〕生徒に口授
し、因て以て起草して既に講義録に登載した」もので、「明治25年の晩秋に至り、始めて全成を告」げたものである。宮城が、
刑法組合案作成当時、『刑法正義下巻』にあるように考えていた可能性がある。
35　法律取調委員村田は旧345条の改正にも反対した（内田ほか・前掲注⑶471頁参照）。
36　宮城・前掲注（30）（刑法講義）569頁以下参照。
37　なお、全面改正案は旧345条に相当する規定を定めていなかった。
38　「参事官は其省の便宜に従ひ局課の事務を兼務」（各省官制通則48条１項）することがあった。
39　『職員録・明治21年６月・職員録（司法省）調』［職A00642100］５頁参照。
40　江木衷『改正増補現行刑法各論〔第２版〕』（博聞社＝有斐閣、明治22年〔初版は同21年〕）324頁（圏点は江木）。
得る如くなれとも其性質全く異なれは是れ
亦た罪とならさるなり
なお、宮城は、「蔵匿」等に該当する事実
の存否により「結果」が異ならないとする根
拠を説明していないが、後年、「被害者の身
上に威権を有する者」の「監督権」という観
点から、敷衍した34。
②旧345条関係
旧345条を改正することもすでに、刑法組
合案に盛り込まれていたが35、宮城は同条を批
判していなかった36。しかし、同条を改正する
契機が存在しなかった訳ではないように思わ
れる37。
まず、江木衷（司法省参事官（刑事局勤
務38）39）の主張である。江木は旧345条とイギ
リス法を比較して同条の特徴を次のように指
摘していた40。
我刑法は…〔省略〕…英国法に於て幼者を
4 4 4
父母より奪取するものと本国より奪取する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
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た53。
幼者略取及誘拐の外に成人略取を掲けさる
は其理を解する能はす抑〻成人略取たるや
偽計脅迫又は権力に由て一個人を自ら助く
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
へからさるの地位に致し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（第９節54）或は其
4 4 4
人を売奴従隷となし又は外国の業務に就け
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
しめんことの目的を有するものなり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
これは、熊本県の伺、井上とは異なり、す
4
べての
4 4 4
20歳以上の者を「略取」等することも
処罰すべきことを示唆していよう。そして、
ルードルフは明言していないが、その念頭に
あったのは当時のドイツ刑法234条だったと
推測される。というのも、上記圏点部分が同
条の文言と酷似しているからである。
第234条　扶助のない状況に遺棄し、奴隷若
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
くは農奴にし又は外国の戦闘業務若しくは
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
船舶業務に従事させるために、
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
策略
4 4
、脅迫
 4 4
又 は 暴 行 に よ り
4 4 4 4 4 4 4
人 55 を 奪 取 し た sich
bemächtigt 者 は、 人 を 強 取 す る 罪
Menschenraubとし、重懲役に処する56。
53　内田文昭ほか編著『刑法〔明治40年〕⑴―Ⅰ』（信山社、平成11年）518頁。ルードルフの意見書につき、同書28頁以下〔山
火正則〕、42頁以下〔吉井蒼生夫〕参照。
　　なお、意見書の冒頭には「宮島鈴吉訳」「文書課」と記載されている（同書497頁）。司法省総務局文書課は、明治19年２
月26日に設置され、同23年10月27日に廃止された（司法省編『司法沿革誌』（法曹会、昭和14年）99頁、120頁以下、123頁
参照）。また、宮島鈴吉は、『職員録・明治19年９月・職員録（司法省）調』［職A00540100］４頁、『職員録・明治20年10月・
職員録（司法省）調』［職A00598100］７頁では、同課に所属していたことが確認された。宮島が意見書を翻訳した時期が
推測されよう。
54　「幼者又は老疾者を遺棄する罪」（旧336条以下）だろう。
55　Th. F. Oppenhoff (hrsg.), F. C. Oppenhoff (erl.),DasStrafgesetzubuchfürdasDeutscheReich,10.verbesserteu.
bereicherteAusg.,Berlin1885,S.510は「この重罪、いわゆる人を強取する罪はあらゆる年齢の者
4 4 4 4 4 4 4 4
に対して行われ得る。」
と説明している。
56　法務大臣官房司法法制調査部編『ドイツ刑法典―1966年１月１日現在の正文―』（法曹会、昭和42年）109頁などを参考
にした。
57　前掲注（27）参照。
58　明治28年案と明治30年案はほぼ同一だから（前掲注（27）参照）、前者につき後者の（非公式の）理由書を援用し得、そ
して、それによれば、各条の「人」は年齢を問わない（松原・前掲注⑴（下）113頁、同頁注16参照）。
59　松原・前掲注⑴（下）113頁以下参照。ただし、規定の態様には変遷がある。
60　勝本勘三郎『刑法各論』（明治43年度）149丁。なお、書誌情報は大阪府立中央図書館（http://www.library.pref.osaka.
jp/site/central/）による。
⑶　当時のドイツ刑法の影響？
20歳以上の者も客体と定められたのは刑法
改正審査委員会が作成した改正案からである。
明治28年案は次の通り定めていた57。
第282条　営利の目的を以て威力又は偽計を
用ひ人を略取したる者は10年以下の懲役に
処す
２　猥褻又は結婚の目的を以て威力又は偽計
を用ひ人を略取したる者亦同し〔３項省略〕
第284条　国外に移送する目的を以て人58を略
取し…〔省略〕…たる者は５年以上の有期
懲役に処す〔２項省略〕
そして、これ以降一貫して、すべての
4 4 4 4
20歳
以上の者が客体と定められた59。この点で⑴の
方向ではなく⑵の方向が採用されたことにな
るが、現行刑法施行（明治41年10月１日）後、
勝本勘三郎が次のように説明していたのは注
目に値する60。
旧刑法は幼年に限るも新刑法は独乙法に
4 4 4 4 4 4 4 4
習
ママ
い
4
２つの〔？〕客体を作り未成年者及成年者
３.客体について
⑴　一定の20歳以上の者
まず、旧刑法施行（明治15年１月１日）後
間もなく、熊本県は司法省に対して次のよう
に伺い出ていた（明治16年７月９日）48。
20歳以
マ
下
マ
の者を略取誘拐したる者処分方は
刑法第341条以下に明瞭なりと雖20歳以上
の者を略取誘拐したる者を罰するの明文な
し右は已に知力備はるを以て欺罔又は略取
せらるヽも被害者の自為と同視して不問に
置かるヽ所以ならん歟然りと雖20
4 4
歳以上に
4 4 4 4
して或は不脳力にして欺罔以て誘拐せらるヽ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
なき能はす譬へは白痴の者を誘拐して力役
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
又は売淫等の為に他人へ売るの類如斯は其
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
歳
4
20
4 4
歳以上と雖不脳力の点より見るときは
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
長幼の別を以て論し得さる者の如し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と雖も
其年齢明記有之上は刑法第341条以下の各
条に比擬処分するを得さる儀と心得可然哉
聊疑義を生候条至急何分の御指令相成度此
段相伺候也
司法省は「伺の趣20歳以上の者に付ては刑
法の問ふ所に非す」と指令したが（明治16年
７月24日）、伺は20歳以上の者を「略取」等
することを一律に
4 4 4
処罰しないことに対する疑
念を表明したものと評し得よう。そして、こ
れは、伺が「不脳力の点より見るときは長幼
の別を以て論し得さる」と述べているように、
48　官報22号（明治16年７月26日）２頁。
49　評定官は（大審院および）控訴院に置かれた裁判官である（裁判所官制（明治19年勅令第40号）２条参照）。
50　『職員録・明治23年２月・職員録（司法省）調』［職A00727100］39頁参照。
51　井上操『刑法述義』（岡島真七、明治23年）285頁。
52　ルードルフは、（外務省に設置された法律取調委員会の）法律取調委員で（「法律取調委員長及委員并書記を置く」『公文類聚・
第10編・明治19年・第２巻・官職１・官職総、官職２・職制章程第１』［類00248100］参照）、大久保＝高橋・前掲注⑸151
頁以下によれば、（司法省へ移管された法律取調委員会の）外国委員のようだった。
客体が20歳未満の者に限定されている根拠と
するようであるその「知力」のなさ（「不脳力」）
を推及させた結果と言えよう。
次に、井上操（大阪控訴院評定官49）50は旧
刑法のあり方を直截に「欠典」と批判してい
た51。
今刑法に於て罰する所は、20歳未満の幼者
を略取誘拐したるときに限る、20歳以上の
者に対しては、略取誘拐の罪なし、或は白
痴の者を誘拐して、力役売淫等の為めに、
之を他人に交付することなきにあらす、是
4
れ或は欠典たるへしと雖も法律に明文なき
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を以て
4 4 4
、之を罰することを得す
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、刑法は特
に知慮の浅薄にして、且つ抗拒の力なき者
を、略取誘拐するを罰するのみ
これは20歳以上の者を「略取」等すること
を一律に
4 4 4
処罰しないことに対する不満を表明
したものと評し得よう。そして、これは、客
体が20歳未満の者に限定されている根拠であ
る「知慮の浅薄にして、且つ抗拒の力な」い
こと（特に前者）を推及させた結果と言えよう。
伺による疑念、井上による不満からすれば、
一定の
4 4 4
20歳以上の者を「略取」等することも
処罰されるべきこととなろう。
⑵　すべての20歳以上の者
これに対して、O・ルードルフ（Rudorff）52
は旧刑法をのあり方を次のように批判してい
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「我が国における拐取罪の沿革―親が主体の事案を念頭に」補遺
た53。
幼者略取及誘拐の外に成人略取を掲けさる
は其理を解する能はす抑〻成人略取たるや
偽計脅迫又は権力に由て一個人を自ら助く
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
へからさるの地位に致し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（第９節54）或は其
4 4 4
人を売奴従隷となし又は外国の業務に就け
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
しめんことの目的を有するものなり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
これは、熊本県の伺、井上とは異なり、す
4
べての
4 4 4
20歳以上の者を「略取」等することも
処罰すべきことを示唆していよう。そして、
ルードルフは明言していないが、その念頭に
あったのは当時のドイツ刑法234条だったと
推測される。というのも、上記圏点部分が同
条の文言と酷似しているからである。
第234条　扶助のない状況に遺棄し、奴隷若
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
くは農奴にし又は外国の戦闘業務若しくは
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
船舶業務に従事させるために、
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
策略
4 4
、脅迫
 4 4
又 は 暴 行 に よ り
4 4 4 4 4 4 4
人 55 を 奪 取 し た sich
bemächtigt 者 は、 人 を 強 取 す る 罪
Menschenraubとし、重懲役に処する56。
53　内田文昭ほか編著『刑法〔明治40年〕⑴―Ⅰ』（信山社、平成11年）518頁。ルードルフの意見書につき、同書28頁以下〔山
火正則〕、42頁以下〔吉井蒼生夫〕参照。
　　なお、意見書の冒頭には「宮島鈴吉訳」「文書課」と記載されている（同書497頁）。司法省総務局文書課は、明治19年２
月26日に設置され、同23年10月27日に廃止された（司法省編『司法沿革誌』（法曹会、昭和14年）99頁、120頁以下、123頁
参照）。また、宮島鈴吉は、『職員録・明治19年９月・職員録（司法省）調』［職A00540100］４頁、『職員録・明治20年10月・
職員録（司法省）調』［職A00598100］７頁では、同課に所属していたことが確認された。宮島が意見書を翻訳した時期が
推測されよう。
54　「幼者又は老疾者を遺棄する罪」（旧336条以下）だろう。
55　Th. F. Oppenhoff (hrsg.), F. C. Oppenhoff (erl.),DasStrafgesetzubuchfürdasDeutscheReich,10.verbesserteu.
bereicherteAusg.,Berlin1885,S.510は「この重罪、いわゆる人を強取する罪はあらゆる年齢の者
4 4 4 4 4 4 4 4
に対して行われ得る。」
と説明している。
56　法務大臣官房司法法制調査部編『ドイツ刑法典―1966年１月１日現在の正文―』（法曹会、昭和42年）109頁などを参考
にした。
57　前掲注（27）参照。
58　明治28年案と明治30年案はほぼ同一だから（前掲注（27）参照）、前者につき後者の（非公式の）理由書を援用し得、そ
して、それによれば、各条の「人」は年齢を問わない（松原・前掲注⑴（下）113頁、同頁注16参照）。
59　松原・前掲注⑴（下）113頁以下参照。ただし、規定の態様には変遷がある。
60　勝本勘三郎『刑法各論』（明治43年度）149丁。なお、書誌情報は大阪府立中央図書館（http://www.library.pref.osaka.
jp/site/central/）による。
⑶　当時のドイツ刑法の影響？
20歳以上の者も客体と定められたのは刑法
改正審査委員会が作成した改正案からである。
明治28年案は次の通り定めていた57。
第282条　営利の目的を以て威力又は偽計を
用ひ人を略取したる者は10年以下の懲役に
処す
２　猥褻又は結婚の目的を以て威力又は偽計
を用ひ人を略取したる者亦同し〔３項省略〕
第284条　国外に移送する目的を以て人58を略
取し…〔省略〕…たる者は５年以上の有期
懲役に処す〔２項省略〕
そして、これ以降一貫して、すべての
4 4 4 4
20歳
以上の者が客体と定められた59。この点で⑴の
方向ではなく⑵の方向が採用されたことにな
るが、現行刑法施行（明治41年10月１日）後、
勝本勘三郎が次のように説明していたのは注
目に値する60。
旧刑法は幼年に限るも新刑法は独乙法に
4 4 4 4 4 4 4 4
習
ママ
い
4
２つの〔？〕客体を作り未成年者及成年者
３.客体について
⑴　一定の20歳以上の者
まず、旧刑法施行（明治15年１月１日）後
間もなく、熊本県は司法省に対して次のよう
に伺い出ていた（明治16年７月９日）48。
20歳以
マ
下
マ
の者を略取誘拐したる者処分方は
刑法第341条以下に明瞭なりと雖20歳以上
の者を略取誘拐したる者を罰するの明文な
し右は已に知力備はるを以て欺罔又は略取
せらるヽも被害者の自為と同視して不問に
置かるヽ所以ならん歟然りと雖20
4 4
歳以上に
4 4 4 4
して或は不脳力にして欺罔以て誘拐せらるヽ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
なき能はす譬へは白痴の者を誘拐して力役
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
又は売淫等の為に他人へ売るの類如斯は其
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
歳
4
20
4 4
歳以上と雖不脳力の点より見るときは
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
長幼の別を以て論し得さる者の如し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と雖も
其年齢明記有之上は刑法第341条以下の各
条に比擬処分するを得さる儀と心得可然哉
聊疑義を生候条至急何分の御指令相成度此
段相伺候也
司法省は「伺の趣20歳以上の者に付ては刑
法の問ふ所に非す」と指令したが（明治16年
７月24日）、伺は20歳以上の者を「略取」等
することを一律に
4 4 4
処罰しないことに対する疑
念を表明したものと評し得よう。そして、こ
れは、伺が「不脳力の点より見るときは長幼
の別を以て論し得さる」と述べているように、
48　官報22号（明治16年７月26日）２頁。
49　評定官は（大審院および）控訴院に置かれた裁判官である（裁判所官制（明治19年勅令第40号）２条参照）。
50　『職員録・明治23年２月・職員録（司法省）調』［職A00727100］39頁参照。
51　井上操『刑法述義』（岡島真七、明治23年）285頁。
52　ルードルフは、（外務省に設置された法律取調委員会の）法律取調委員で（「法律取調委員長及委員并書記を置く」『公文類聚・
第10編・明治19年・第２巻・官職１・官職総、官職２・職制章程第１』［類00248100］参照）、大久保＝高橋・前掲注⑸151
頁以下によれば、（司法省へ移管された法律取調委員会の）外国委員のようだった。
客体が20歳未満の者に限定されている根拠と
するようであるその「知力」のなさ（「不脳力」）
を推及させた結果と言えよう。
次に、井上操（大阪控訴院評定官49）50は旧
刑法のあり方を直截に「欠典」と批判してい
た51。
今刑法に於て罰する所は、20歳未満の幼者
を略取誘拐したるときに限る、20歳以上の
者に対しては、略取誘拐の罪なし、或は白
痴の者を誘拐して、力役売淫等の為めに、
之を他人に交付することなきにあらす、是
4
れ或は欠典たるへしと雖も法律に明文なき
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を以て
4 4 4
、之を罰することを得す
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、刑法は特
に知慮の浅薄にして、且つ抗拒の力なき者
を、略取誘拐するを罰するのみ
これは20歳以上の者を「略取」等すること
を一律に
4 4 4
処罰しないことに対する不満を表明
したものと評し得よう。そして、これは、客
体が20歳未満の者に限定されている根拠であ
る「知慮の浅薄にして、且つ抗拒の力な」い
こと（特に前者）を推及させた結果と言えよう。
伺による疑念、井上による不満からすれば、
一定の
4 4 4
20歳以上の者を「略取」等することも
処罰されるべきこととなろう。
⑵　すべての20歳以上の者
これに対して、O・ルードルフ（Rudorff）52
は旧刑法をのあり方を次のように批判してい
- 104 -
とす。
これが具体的な根拠のあるものなのか61、ま
た、当時のドイツ刑法の何条なのかは明らか
でないが、⑵の方向と現225条等が一致して
いる限りで、20歳以上の者も客体と定められ
た背景には当時のドイツ刑法があった可能性
がある62。
4.おわりに
本稿は、現行刑法との関係で言えば、
⑴　旧341条等では「略取」等に加えて「蔵匿」
等が要件とされていたところ、
①その要件は刑法改正審査委員会が作成し
た改正案前の明治23年案（＝刑法組合案）
で削除されていたこと63
②その背景には法律取調報告委員宮城浩蔵
の主張があったと推測されること
⑵　旧刑法は拐取罪の客体を20歳未満の者に
限定していたところ、
①それへの批判は旧刑法下で主張されてい
たこと
②現225条等で20歳以上の者も客体と定め
られた背景には当時のドイツ刑法の影響が
あった可能性があること
を明らかにした。
以上
61　勝本は、刑法改正審査委員ではなかったが（同委員につき、司法省刑事局「旧刑法、治罪法及旧刑事訴訟法編纂沿革（４・
完）」法曹会雑誌８巻11号（昭和７年）129頁以下参照）、明治30年案の（非公式の）理由書（の１つ）である中島晋治＝
大澤唯治郎（石渡敏一＝勝本勘三郎校閲
4 4 4 4 4 4 4
）『現行刑法対比改正刑法草案理由書総則編之部』（法政学会、明治31年）には関
与していた。
　　なお、勝本と共に校閲した石渡は、横田國臣、河村譲三郎等と共にドイツへ
4 4 4 4
留学した後（加太・前掲注（12）330頁参照。
加太も石渡等と共にドイツへ留学していた。）、横田、河村等と共に刑法改正審査委員となった。
　　また、勝本は（明治39年６月８日に設置され、現行刑法のいわば原案を作成した法律取調委員会の）法律取調委員だった（内
田文昭ほか編著『刑法〔明治40年〕⑹』（信山社、平成７年）９頁以下〔吉井蒼生夫〕参照）。
62　なお、根本仙三郎著訳『新旧刑法鼇頭対照独逸刑法』（有斐閣書房、明治41年）62頁は当時のドイツ刑法235条を、現225
条等ではなく、現224条に当てている。
63　ただし、前掲注（32）参照。
